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豊島区基本計画に紐づく５０施策について施策評価を実施しました（図１）。また、「豊島区実施計画２０２５」に掲載された計画事業のうち、今年度は４１事業を対
象に詳細な評価を実施しています（図２）。計画事業以外の２８６事務事業についても、指標の達成状況や決算額などを確認しました。令和８年度事業見直しと
なった２４事業については最新の見直し状況を整理し、進捗確認を実施しています（図３）。施策評価結果は、基本計画の進捗管理として活用し、事務事業評
価と現年度進捗管理は、評価結果を踏まえ個別事業の改善や予算編成に反映し、引き続き効率的で質の高い区政運営に努めていきます。 ５７７１６

専門の相談員が各相談を受けます。対区内在住、在勤、在学の方（専門家合同相談室は個人事業主や法人も可）
申要予約、予約優先の相談は電話で各連絡先へ。そのほかは直接相談場所へ。 ９５７１

「ー」表示について
※１ 赤字額がないため。
※２ 将来負担額よりそれら
に充当できる財源が上
回っており、比率が算
定できないため。

令和７年度一般会計の決算額および健全化判
断比率です。特別会計の決算額と合わせて、
�HPで公表しています。 ５７９３７

問財政計画グループ☎０３‐４５６６‐２５２１

国の統一的な基準により作成した令和７年度
財務書類（貸借対照表など）や、固定資産台帳
についても�HPで公表しています。 ８８９２

問公会計グループ☎０３‐３９８１‐０８０３

※数値は単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の
合計が一致しない場合があります。

問行政経営グループ☎０３‐３９８１‐４９７０

介護が必要になっても、住み慣れた地域でできる限り自立した生
活を送ることができるよう、高齢者の介護を社会全体で支える仕
組みとして、平成１２年に介護保険制度が導入されました。
介護保険サービスを利用したい方は、区内８か所の高齢者総合相談センター
または介護保険課窓口で要介護認定の申請をしてください。 ５７８９７

①第１号被保険者数および要支援・要介護認定者数の推移（表１）…平成１２年度
末と比べて、令和７年度末の第１号被保険者数は、約２７％増加し、要支援・要

介護認定者数は約２．３倍に増加しました。また、出現率（第１号被保険者数に占
める要支援・要介護認定者の割合）も平成１２年度末の約１．８倍増となりました。
②保険給付費の推移（表２）…令和７年度の保険給付費は約１９４億円であり、平
成１２年度の約３．２倍増となりました。高齢化が進展するなか、保険給付費は
今後も増加が見込まれます。
③相談・苦情の状況…高齢者総合相談センターや介護保険課窓口では、サー
ビスを利用する本人や家族などからの相談・苦情を受け付けています。
令和７年度は当課に１５４件の相談・苦情が寄せられました。

問介護保険課①認定審査グループ☎０３‐３９８１‐１３６８、②管理グループ☎０３‐３９８１‐１９４２、③相談グループ☎０３‐３９８１‐１３１８

「豊島区人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、区の
人事行政の運営と給与・定員管理の状況および２３区が共同で設置して
いる特別区人事委員会の業務状況などをお知らせします。
詳細は豊島区人事白書（�HPか区役所本庁舎４階行政情報コー
ナーで閲覧可）を参照してください。 ５７８８６

◆職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額 （令和８年４月１日時点）
区分 平均年齢 平均給料月額（※１） 平均給与月額（※２）

一般行政職（※３） ４０．１歳 ３２１，２００円 ４５６，７００円
技能労務職 ５３．３歳 ２８６，８００円 ３９３，４００円
教育職（幼稚園） ２７．０歳 ２７１，５００円 ３６４，７１８円

※１ 各職種ごとの職員の基本給の平均額です。
※２ 給料月額と地域手当、扶養手当、住居手当、超過勤務手当などの諸手当の額を合計した

ものの平均額です。
※３ 事務系職員のうち税務系職員を除いた職員を対象としています。

◆職員の初任給月額 （令和８年４月１日時点） ◆期末手当・勤勉手当 （令和８年４月１日時点）

一般行政職
�類 ２３２，０００円

支給割合
期末手当 勤勉手当

�類 ２００，３００円 ２．５２５月分
（１．４２５月分）

２．３７５月分
（１．１７５月分）技能労務職 １９７，３００円

※期末手当・勤勉手当の支給割合は一般職員の例です。（ ）内は再任用職員に係る支給割合です。

◆その他の手当 （令和７年度決算）

区分 内容および支給単価 国の制度
との異同 支給実績

支給職員１人あたり
平均支給額
年額 月額

扶養
手当

配偶者 ２，０００円

異なる ９９，０７４千円 １８２，４５６円 １５，２０５円
子 １０，０００円
その他父母等 ６，０００円
満１６歳年度の初め～満２２歳
年度末までの子に係る加算 ４，０００円

住居
手当

借家（間）居住（※） ２７，０００円
（最高）

異なる ９１，４２０千円 １８１，０３１円 １５，０８６円
配偶者等が借家（間）に居住
する単身赴任手当受給職員

１３，５００円
（最高）

通勤
手当 支給限度額 ５５，０００円 同じ ３１５，０６５千円 １６３，７５５円 １３，６４６円

※月額２７，０００円以上の家賃を支払っている職員が対象です。

◆特別職の報酬等 （令和８年４月１日時点）
区分 給料・報酬月額 地域手当 月額計 期末手当

給料
区 長 １，０８２，８００円 ２１６，５６０円 １，２９９，３６０円 ４．２５月分
副 区 長 ８６８，３００円 １７３，６６０円 １，０４１，９６０円 ４．１５月分

報酬
議 長 ９３０，８００円 ― ９３０，８００円 ４．１０月分
副 議 長 ８１２，６００円 ― ８１２，６００円 ４．１０月分
議 員 ６２８，７００円 ― ６２８，７００円 ４．１０月分

区 分 実質赤字比率※１ 連結実質赤字比率※１ 実質公債費比率 将来負担比率※２
豊
島
区

令和６年度 ― ― ▲０．８% ―
令和７年度 ― ― ▲０．２% ―

早期健全化基準 １１．２５% １６．２５% ２５．０% ３５０．０%
財政再生基準 ２０．００% ３０．００% ３５．０%

資産4，683億円
区が保有する財産（道路、公園、学校などの公共施設、
基金、現金預金など）

負債637億円 将来世代の負担（特別区債など）

純資産（資産－負債）4，046億円 これまでの世代の負担

オンライン相談・対面相談（区役所本庁舎４階東側 面接・相談室）※オンライン相談の詳細は２次元コード参照か各連絡先に問い合わせてください。
種類 相談員 日時 連絡先（予約先）

要予約 専門家合同相談室 ２～３士業などが
対応 月・金曜日 午後１～４時

庶務・相談グループ☎０３‐３９８１‐４１６４
※毎月２０日から翌月の予約受付開始。
※テーマ別の日程は２次元コード参照か問い合わせてください。

予約優先 行政書士相談 行政書士 第２水曜日 午後１～４時 東京都行政書士会豊島支部�０１２０‐９５９‐１９３
ー 住まいの増改築相談 一級建築士など 第１・３木曜日 午後１～３時 豊島区住宅相談連絡会事務局 東京土建豊島支部�０１２０‐３０９‐３７９
要予約 土地家屋調査士相談 土地家屋調査士 第３水曜日 午前１０時～正午 東京土地家屋調査士会豊島支部☎０７０‐４１０４‐３０２２（予約専用）

対面相談（行政相談のみ区役所本庁舎４階東側 区民相談コーナー前、ほかの相談は区役所本庁舎４階東側 面接・相談室）
種類 相談員 日時 連絡先（予約先）

ー 行政相談 行政相談委員 第２・４火曜日 午後１時３０分～４時 庶務・相談グループ☎０３‐３９８１‐４１６４

要予約
建築相談 一級建築士 第２・４火曜日 午後１～４時 東京都建築士事務所協会豊島支部事務局☎０３‐３９８４‐２４４８
司法書士相談 司法書士 第２・４水曜日 午前１０時～正午 東京司法書士会豊島支部☎０８０‐６９０１‐６９１９（予約専用）、☎０３‐３９８０‐４２４６
税金相談 税理士 第２・４土曜日 午前９時３０分～正午 東京税理士会豊島支部☎０３‐３９８３‐２４７８

オンライン相談・対面相談・電話相談（区役所本庁舎４階東側 ４０８相談室）※オンライン相談の詳細は２次元コード参照か各連絡先に問い合わせてください。
種類 相談員 日時 連絡先（予約先）

要予約 法律相談 弁護士 月～金曜日 午後１時１５分～３時４５分
第２土曜日 午前１０時１５分～午後０時４５分

庶務・相談グループ☎０３‐３９８１‐４１６４
※毎月２０日から翌月の予約受付開始。
※電話相談は法律相談員から相談者に電話します。

対面相談・電話相談（区役所本庁舎４階東側 面接・相談室）
種類 相談員 日時 連絡先

人権身の上相談 人権擁護委員 第２・４木曜日 午後１～４時 人権擁護委員専用電話☎０９０‐７２０６‐２７７２（年中無休）

人事行政の運営と給与・定員管理の状況 問人事グループ☎０３‐３９８１‐１２４７

（令和８年３月３１日時点）
区が所有する財産（資産）、それに対する将来の負担額（負債）や純資産の状況を一覧にしたもの。

区民１人当たりに換算すると、資産が１５８万１千円、負債が２１万５千円です。

図１ 施策評価（成果指標＋活動指標） 図２ 事務事業評価（詳細評価） 図３ 現年度進捗管理
大きく未達成

３％
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進んだ
４％
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８％

改善・見直し
２４％

拡充
１５％

未達成
５％ 達成

３１％ 介護保険事業の実施状況（令和７年度実績）一定程度
達成
５３％

一定程度
達成
５３％

継続
６１％
継続
６１％

予定通りに進んだ
９２％

予定通りに進んだ
９２％

全５０施策全５０施策 全４１事業全４１事業 全２４事業全２４事業

相談事業をご利用ください 問庶務・相談グループ☎０３‐３９８１‐４１６４

専門家
合同相談室

オンライン
相談

◆主な休暇等の状況
年次有給休暇 平均取得日数は１５．５日
育児休業 令和７年度の新規取得者数は９０人（女性５６人、男性３４人）、平均取得日数は３７９日

◆職員の採用と退職の状況

採用（令和８年度）
事務 福祉 一般技術 医療技術 技能 教員 計
６８人 ７４人 １３人 １３人 ３人 ０人 １７１人

退職（令和７年度）
定年 勧奨 普通 死亡 計
０人 ３４人 ３４人 ２人 ７０人

※定年年齢の段階的な引上げにより、２年に１回、定年退職者がいない年度があります。

人事行政の運営の状況

◆勤務成績の評定
令和７年度は、管理職員は「職務目標の達成」および「職員の指導・育成」に係る成果等についての
評定、一般職員は、「業績」、「能力」および「態度」の評定を行いました。

◆職員数の推移
年度 元（３１）年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度
職員数 １，９８５人 ２，０１３人 ２，００９人 ２，０１０人 ２，０１６人 ２，０９４人 ２，１６１人 ２，２４６人
増減 １２人 ２８人 △４人 １人 ６人 ７８人 ６７人 ８５人

職員数の状況
令和８年度の職員数は２，２４６人（暫定再任用フルタイム職員７２人、一般任期付職員８人を含み、自治法
派遣職員１３人、育休任期付職員４人を除く）です。

◆職員給与費 （各年度普通会計決算）

区分 職員数
（A）

給与費 １人あたり給与費
B/A給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

令和６年度 １，９８５人 ６９億円 ２７億円 ３５億円 １３１億円 ６，５９３千円
令和７年度 ２，０４７人 ７２億円 ２８億円 ３７億円 １３８億円 ６，７３４千円
※職員手当には退職手当を含みません。

◆人件費 （各年度普通会計決算）

区分 住民基本台帳人口
（各年度末）

歳出額
（A） 実質収支 人件費

（B）
人件費比率
B/A

令和６年度 ２９４，５９５人 １，４９７億円 ２８億円 ２５８億円 １７．３%
令和７年度 ２９６，０３４人 １，６１１億円 ３５億円 ２７０億円 １６．８%

給与の状況
地方公務員の給与は、地方公務員法により、生計費、国や他の地方公共団体の職員、民間企業の従
業員の給与などを考慮して定めることとされています。
２３区では、法律に基づき設置された特別区人事委員会が、毎年、２３区内の民間企業の給与などを調
査し、民間従業員の実態と合うように、区に対して給与の勧告などをします。これに基づき、区で
は区民の代表である区議会の審議、議決を経て、条例で給与を決定します。このように、職員の給
与は、民間企業の給与水準を適正に反映しています。
※各表については端数処理のため計は一致しません。
※令和８年度特別区人事委員会勧告に基づく給与改定前の状況です。

◆地域手当 （令和７年度決算）
支給実績 １，６３２，９１０千円

１人あたり
平均支給額

年額 ７３３，２３３円
月額 ６１，１０３円

◆超過勤務手当 （令和７年度決算）
支給実績 ６８６，７２２千円

１人あたり平均支給月額 ２８千円

◆特殊勤務手当 （令和７年度決算）
支給実績 ３７，５３７千円

１人あたり平均支給月額 １２，１８３円
支給職員の割合 １３．８%

手当の種類（手当数） ５種類

◆退職手当 （令和８年４月１日時点）
区分 自己都合 勧奨・定年

（
支
給
率
）

勤 続２０年 １８．００月分 ２４．５５月分
勤 続２５年 ２８．００月分 ３２．９５月分
勤 続３５年 ３９．７５月分 ４７．７０月分
最高限度額 ３９．７５月分 ４７．７０月分

その他の
加算措置

早期退職者割増制度
（５０～５９歳かつ勤続２５年以上

年２%加算）
１人あたり

平均支給額（※） ４，８５７千円 ２０，２１３千円

※令和７年度に退職した全職種に係る職員に支給
された平均額です。

健全化判断比率

決算額（ ）は構成比

貸借対照表（バランスシート）

令和７年度 決算のあらまし

令和７年度（令和８年度実施）行政評価の実施結果

�日日時 �場場所 �内内容 �対対象 �定定員 �費費用※費用の記載がない事業は無料です。 �持持ち物 �保保育（対象月齢、定員、予約締切日など）
�申申込み �問問合せ �HPホームページ �EMＥメール �FAXファクス �フリーダイヤル ページ ID※区のホームページの「情報を探す」へ番号入力でページを表示２ ３広報としま 令和８年（２０２６年）１１月１５日号No.２１３６ ０００００


